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Ⅰ はじめに




古車の買主であるFrau Froukje Faber (以下、「Faber 婦人」という。) が

















産大法学 49巻 3 号 (2015. 11)
注( 1 ) EuGH v. 4. 6. 2015 - Rs C-497/13 (Faber)．
( 2 ) 消費用動産売買およびそれに付随する保証の一定の側面に関する 1999 年
5 月 25 日の欧州議会および理事会指令 (Directive 1999/44/EC)。
Ⅱ 事実の概要









2009 年初頭、Hazet 社は Faber 婦人に電話をして、本件自動車の出火
に関して警察からの報告を待つように伝えた。Faber 婦人が警察署に問い
合わせたところ、警察は、そのような報告書は作成していないと回答した。









2010 年 10 月 26 日、Faber 婦人はアーネム裁判所 (オランダ) におい
123(390)
て Hazet 社を被告として訴えを提起した。Faber 婦人は、自己の請求を
根拠づけるため、本件自動車は合意された内容に適合するものでなく、そ
れゆえオランダ民法 (同法については、以下、BW [burgerlijk wetboek]




適切なものであり、BW7 : 23条 1項 (適合性の欠如を通知する買主の義
務) により、同人の請求権はすべて失われたと抗弁した。
2011 年 4 月 27 日の判決で、アーネム裁判所は、Hazet 社が BW7 : 23
条 1項を援用したのは正当であるとし、その理由について、当事者間の最
初の折衝は 2009 年初頭に電話で行われており、この段階で自動車の燃焼
が生じた時から 3 か月以上が経過しているとした (結論として Faber 婦
人の請求を棄却)。また、Faber 婦人が消費者として本件売買契約を締結













1．国内裁判所は、――実効性の原則、指令 1999/44 が追求する EUに
おける高度の消費者保護水準、又は連合法の他の規定若しくは規範






















オランダ法は、実効性の原則、指令 1999/44 が追求する EU におけ
る高度の消費者保護水準、又は連合法の他の規定若しくは規範に抵














( 3 ) Hof Arnhem-Leeuwarden 09. 04. 2013, ECLI : NL : GHARL : 2013 : BZ6346
(10. 09. 2013, ECLI : NL : GHARL : 2013 : 6635, para 8. 2).





















(1) 質問事項 1、2、3及び 7について













な限り広く解釈しなければならない (とりわけ、LCL Le Crédit Lyonnais,
C-565/12, EU : C : 2014 : 190, Rn. 54. 判決とそこで紹介された判例を参
照。)。
[34] 本法廷に伝えられた情報によると、指令 1999/44 のオランダ法への
































































る濫用条項に関する 1993 年 4 月 5 日の理事会指令 Richtlinie 93/13/
EWG [ABl. L 95, S. 29], UrteilMostaza Claro, C-168/05, EU : C : 2006 : 675,
Rn. 28. 及び同判決における引用判例、並びに、消費者信用に関する加盟
各国の法規定及び行政規定の調整に関する 1986 年 12 月 22 日の理事会指
令 87/102/EWG [ABl. 1987, L 42, S. 48], Urteil Rampion und Godard,

































である (この点につき、Urteil Rampion und Godard, C-429/05, EU : C :
2007 : 575, Rn. 65 を参照。)。







































理事会の指令に関する提案理由 KOM[95] 520 endg., S. 14 を参照)。











しなければならない (Asturcom Telecomunicaciones, C-40/08, EU : C :
2009 : 615, Rn. 52 ないし 54、及び同判決で挙げられた判例を参照)。
[57] それゆえ、4つ目の問題については次のとおり回答することができ



























理由 KOM[95] 520 endg., S. 16 を参照)。





























なわち、指令 1999/44第 5条 3項で定められた証明責任の分配はいかなる
機能をもつか、特に消費者はいかなる事実を証明しなければならないかと
いうことである。
























































。売買/消費者売買に関する直接の規定は BW第 7編 (契約各則)

















BW7 : 6条に基づき、消費者売買契約については第 7. 1. 1節 (売買契約







(BW7 : 17条 1項)。売主の契約不適合給付に対し、買主は、BW7 : 21条
以下で定める救済手段を行使することができる。契約適合性の判断基準に






することができる。また、BW7 : 17条 3項により、異種物の引渡しや過
少給付 (数量および寸法の相違) も契約不適合給付となる。さらに BW7 :
17条 4項により、売主が見本またはモデルとして示した内容と異なる物
の引渡しも契約不適合給付となる。














(2) 買主 (消費者) の救済手段
売主による契約不適合給付があった場合、買主 (消費者) は、BW7 : 21
条以下に基づく権利を行使することができる。
① 追完請求権 ――追履行、修補および取替え――
買主は、BW7 : 21 条 1 項に基づき、不足分の〔追加〕引渡し、修補、
または取替えを請求することができる (追完請求権)。追完方法の選択権
は「買主」に与えられる。追完に必要な費用は売主が負担しなければなら
ない (BW7 : 21条 2項)。
② 解除権および代金減額権
買主 (消費者) は、BW7 : 22条 1項 a 号に基づき、契約を解除する権
利を有する。ただし、合意された内容との食い違いの程度が軽微な場合は










BW7 : 24条 1項は、買主 (消費者) の損害賠償請求権について、契約


























1．国内裁判所は、――実効性の原則、指令 1999/44 が追求する EU
における高度の消費者保護水準、又は連合法の他の規定若しくは



























本件において、買主である Faber 婦人は、消費者の立場で Hazet 社と





























































(2) 消費者売買に関する強行法規 ――質問事項 4について――


















































① 通知期間 BW7 : 23条 1項は、買主は自己の権利を行使するため
に売主に対し「相当期間内に (binnen bekwame tijd)」契約違反を通知し
なければならないと定める。そして、消費者売買契約の場合には、この通
知は買主が契約違反を知った後 2か月以内に行われたときは「相当期間内





































するオランダ法は、実効性の原則、指令 1999/44 が追求する EU
における高度の消費者保護水準、又は連合法の他の規定若しくは














































民法 (2001 年 11 月 26 日公布、2002 年 1 月 1 日施行。ドイツ民法につい
ては、以下、BGB と表記する。) は、第 476条 (証明責任の転換) に消費
者売買契約における瑕疵の推定規定を置く。同条によれば、危険移転から
6か月内に物の瑕疵が発生したときは、すでに危険移転時にその物の瑕疵




























条を指令 5条 3項に適合するように ――消費者に有利に―― 解釈しな






( 5 ) より詳しくは、潮見佳男『契約責任の体系』(有斐閣、2000 年) 20-23頁
を参照。独語文献として、Ewoud Hondius und Christoph Jeloschek, Die
Kauflichtlinie und das niederländische Recht : Für den Westen kaum etwas
Neues, in : Stefan Grundmann, Dieter Medicus, Walter Rolland, Europäisches
Kaufgewährleistungsrecht, (2000) S. 197. ; 英 語文献として、Arthur S.
Hartkamp/Marianne M.M. Tillema/Annemarie E. B. ter Heide, Contract
Law in the Netherlands, (2011) pp. 193. ; Karolina Sikorska, The Presump-







内法化された (たとえば、1993 年 4 月 5 日の不公正条項指令 (93/13/EEC)
は BW6. 5. 3 において、1997 年 5 月 20 日の通信販売指令 (97/7/EC) は
BW7. 1. 9A において国内法化された。)。他方、1985 年 12 月 20 日の訪問販
売指令 (85/577/EEC) は特別法 (1973 年訪問販売法) で国内法化された。
近時注目を集めている消費者権利指令(2011/83/EU)は、オランダでは主と
して契約総則を規律する BW第 6編 (6. 5. 2B節、6 : 230g 条から 230z条ま
で) で国内法化されたが、消費者売買に関連する一部の規定 (消費者権利指
令 18条[引渡し]、19条[支払方法の利用についての料金]、および 20条[危
険の移転]) については体系上の理由から第 7編 (特別な契約) BW7. 1章
(売買・交換) に取り込まれた。さらに消費者権利指令の国内法化により、
現在では BW7. 1. 9A節の規定 (通信販売) 並びに訪問販売法は削除ないし
廃止されている (民法の改正および訪問販売法の廃止は 2013 年 1 月 13 日に
行われ、新たな規定は 2014 年 6 月 13 日から適用される。)。オランダにおけ
る消費者権利指令の国内法化については、J. Luzak, V.Mak, ʻImplementation
of the Consumer Rights Directive ― The Netherlandsʼ, EUVR 2014/2, p. 127. ;
Marco B.M. Loos, Consumer sales in the Netherlands after implementation of
the Consumer Rights Directive and with a view to the future Common Euro-
pean Sales Law, Center for the Study of European Contract Law Working
Papers Series No. 2014-12, pp. 1. (http : //ssrn.com/abstract=2506048) (2015
年 10 月 20 日最終確認) ; Sikorska, p. 102. を参照。同指令の紹介として、右
近潤一「ヨーロッパ私法の新たな動向 ――消費者の権利に関する指令提案
について――」京都学園法学 2009 年 1 号 57頁〔中田邦博=鹿野菜穂子編
『ヨーロッパ消費者法・広告規制法の動向と日本法』 (日本評論社、2011
年) 所収〕、同「消費者の権利に関する欧州議会及び理事会の指令に関する
提案 (試訳)」京都学園法学 2009 年 2=3 号 71頁、寺川永=馬場圭太=原田
昌和「2011 年 10 月 25 日の消費者の権利に関する欧州議会及び理事会指令」
関法 62 巻 3 号 (2012 年) 436頁以下も参照。
( 6 ) この点については、アーサー・S・ハートカンプ/曽野裕夫 (訳)「オラン
ダ私法の発展 ――ヨーロッパ的視座に立って――」民商 109 号 4=5 号




( 7 ) 特に第 3編 (財産法総則) に関する規律について、内山敏和「現代市民社
会と法律行為法 ――オランダ民法典を視点として――」季刊企業と法創造
「特集・基礎法と企業」(2005 年) 125頁、さらに第 6編および第 7編の規律
について、潮見・前掲注 (5) 20-23頁を参照。
( 8 ) ただし、一般規定と異なり、売買の特則として、製造者が製造した欠陥製
品により買主 (消費者) が損害を被った場合につき、売主に対する賠償請求
権を制限する例外規定が置かれている (BW7 : 24条 2項)。具体的には、製
造者が製造した製品の欠陥が原因で買主 (消費者) に損害が生じた場合、売




または 500ユーロ以下の財産損害についてはこの限りでない (BW7 : 24条 2
項)。買主が売主から損害賠償の支払を受けた場合、買主は製造者に対する
自己の請求権を売主に譲渡しなければならない (BW7 : 24条 3項)。
( 9 ) Vgl. Eleanor Sharpston, C-497/13 - Opinion (27. 11. 2014).
(10) Vgl. Sharpston, Rn. 57.
(11) Vgl. EuGH v. 3. 10. 2013-C-32/12 (Duarte) (Tz. 31 ff.). ; Norbert Reich,
Der Effektivitätsgrundsatz im EU-Verbraucherrecht, VuR 2012, 327.
Francesco Paolo Patti, The Effectiveness of Consumer Protection in Sales
Contracts - Some Observations from Recent European Case Law, EuCML
2015, 179ff.
(12) Vgl. EuGH v. 3. 10. 2013-C-32/12 (Duarte). 本件は、自動車の買主である
Frau Duarte Hueros (以下、Duarte 婦人という。) と、売主であるAutociba
SA及び自動車の製造者であるAutomóviles Citroën España SAとの間で争
われた契約不適合給付を理由とする代金減額の可否をめぐる事件である。購















(13) Vgl. EuGH, Tz. 44, 45.
(14) Vgl. EuGH, Tz. 46.
149(364)
(15) Vgl. EuGH, Tz. 47.
(16) Vgl. EuGH, Tz. 48.
(17) Vgl. EuGH, Tz. 49-55.
(18) Vgl. EuGH, Tz. 57. ; Sharpston, C-497/13 - Opinion, Rn. 72 も同旨。





(20) Vgl. KOM[95] 520 endg., S. 16.
(21) Vgl. EuGH, Tz. 62.
(22) Vgl. EuGH, Tz. 63.
(23) Vgl. EuGH, Tz. 70.
(24) Vgl. EuGH, Tz. 71.
(25) Vgl. EuGH, Tz. 73, 74.
(26) Vgl. Leonhard Hübner, Beweislastumkehr beim Verbrauchsgüterkauf,
NJW 2015, 2237, 2241. ; Jürgern Oechsler, Verdeckte Sachmängel beim Ver-
brauchsgüterkauf - die Beweislastfrage nach der Faber-Entscheidung des
EuGH. BB 2015, 1923. ; Stephan Lorenz, Vermutung der Vertragswidrigkeit,
LMK 2015, 370162. ; Peter Rott, Beweislastumkehr beim Verbrauchs-
güterkauf, EuZW 2015, 556. ; Susanne Heinemeyer, Beweislastumkehr beim
Verbraucherschutzrecht, GPR 2015, 179. ; Rupprecht Podszun, Procedural
autonomy and effective consumer protection in sale of goods liability : Easing
the burden for consumers (even if they arenʼt consumers), EuCML 2015,





(28) Vgl. Hübner, NJW 2015, 2237, 2241.






売主による契約不適合給付に対して BW7 : 20条以下の救済手段 ――本






契約違反が明らかになったのは 2008 年 9 月 26 日 (本件自動車から出火し
た日) であり、これは 2008 年 5 月 7 日の売買契約締結日から 6 か月以内
の日 (正確には、4 か月と 20 日) である。よって、BW7 : 18 条 2 項 (証









BW7 : 23 条 1項に基づき、契約違反の通知は消費者が契約違反を知った
時から 2 か月以内に行われなければならない。第一審 (アーネム裁判所)
が判断したとおり、当事者間の最初の折衝 (2009 年初頭) の時点で通知
が行われたと解するならば、既にこの時点で Faber 婦人が契約違反の事
実を知った時から 3 か月が経過しており、「相当期間内の」通知の要件は
満たされない。これに対して、出火当時に行われた Faber 婦人と Hazet
社との話し合いのなかで契約違反の事実が通知されたと評価しうるならば、
BW7 : 23条 1項の要件は充足されることになろう。
契約不適合の証明および相当期間内の通知の証明に成功した場合、
151(362)
Faber 婦人は契約違反に対する自己の権利 (BW7 : 20条以下) を行使す
ることができる。その場合、残された問題は、損害賠償の範囲である (本
件自動車の売買代金と車中にあったさまざまな財産の滅失分をあわせて計
10828,55ユーロが賠償額として認定されるかどうか。)。アーネム・ルーワ
ンダ高等裁判所の判断に注目したい。
152 (361)
